
第二次終了時評価
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第 1 章　調査の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

エチオピア連邦民主共和国ポリオ対策プロジェクトにおいては、2003年 12月に第一次終了時

評価調査団を派遣し、技術的見地からポリオ検査室の運営を確認した結果、プロジェクト目標が

達成され予定通り 2004年 4 月をもってプロジェクトを終了しエチオピア側に引き渡すことが、日

本側・エチオピア側双方によりミニッツにて合意された。

第一次終了時評価では JICA事業評価ガイドラインに基づいた評価 5項目による評価作業が行わ

れなかったことから、今般第二次終了時評価調査団を派遣することとした。

1 － 2　団員の構成

1 － 3　調査日程
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1 － 4　主要面談者

【エチオピア保健栄養研究所（EHNRI）】

Dr. ABERA Geyid 所長

Mr. TILAHUN Woldemichael 副所長

Ms. BERHANE Beyene ポリオ検査室チーフ

Mr. MEBRATU Z. Mengistu ポリオ検査室データマネージャー

Ms. TSION B. Firesenbet ポリオ検査室サブデータマネージャー

Mr. AKLOG A.Hailu ポリオ検査室検査補助員

Mr. ANJELO Adlo ポリオ検査室検査補助員

Mr. MENBERU Tedla ポリオ検査室検査補助員

Mr. YOSEF T. Demissie（2003年 9月退職） 元ポリオ検査室検査補助員

Mr. DERESSE Feyisa 医療機材管理チーフ

Mr. AREGAY G.Gebremariam 医療機材管理員

Mr. BELACHEW Tereffe 医療機材管理員

Dr. ESHETU Lemma 感染病・非感染病調査部長

Dr. ALMAZ Abebe 疫学・リケッチア学（rechetiology）調査チーム長

【保健省】

Dr. GIRMA Azene 計画局長

Dr. ALMAZ G. Senbet 疾病予防管理局 AFPサーベイランス国家担当

Mr. MITIKU Fite オロミア州定点監視員

【WHO エチオピア事務所】

Dr. FEMI Oyawole EPIチームリーダー

Mr. TESFAYE Bedzda EPIデータマネージャー
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【UNICEFエチオピア事務所】

Dr. PRADEEP Malankar EPI・保健栄養部門プロジェクトオフィサー

【ロータリーインターナショナル】

Mr.Shifarraw BIZUNEH エチオピア代表

【在エチオピア日本大使館】

野呂元良 参事官

福田和弘 一等書記官

【JICAエチオピア事務所】

神　公明 次長

西山かおり 企画調査員

【ポリオ対策プロジェクト】

小林繁郎 長期専門家（業務調整）

【アンケート協力者】（インタビューは実施せず）

Mr. AKLOG Afework EHNRIポリオ検査室検査員

Dr. SHEMSUDIN Abducern 保健省疾病サーベイランス・対策専門家

Dr. DAMENE Alieyu WHOチーフサーベイランスオフィサー

山本弘史 ポリオ対策プロジェクト（元）チーフアドバイザー

1 － 5　調査方法

第二次終了時評価においては、以下の調査手法を取り入れた。

（1）評価の手順

本調査では、JICA事業評価ガイドライン（2004年 2月版）に基づき、プロジェクト・サイ

クル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）手法を取り入れた。PCMを用い

た評価は、①プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価のデザインの検

討、②データの収集、③データに基づく評価 5項目の視点からの評価分析と評価結果に基づ

く結論、提言・教訓の導出及び報告、という流れからなっている。
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（2）評価のデザイン

2004年 2月改訂の JICA事業評価ガイドラインでは、従来評価時に行っていた評価用 PDM

（PDMe）の作成はしないことが方針となっていること、第一次終了時評価調査団において、

2002年 12月に実施された中間調査時に作成された PDM2に基づいて調査を行っていること

から、本調査においては、PDM2に基づき調査を実施することとした。PDM2は、付属資料 2

の通りである。これに基づき評価グリッドを作成し、表 1－ 1 の通り評価設問を設定した（評

価グリッドについては付属資料 3を参照）。

表 1－ 1　評価設問
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なお、通常、終了時評価においては、データを収集し実績を整理・評価することが重要に

なってくるが、本件に関してはすでに第一次終了時評価調査において実績がまとめられてい

ることから、第二次終了時評価においては、実績に関しては第一次終了時評価の結果を確認

するに留めた。

（3）情報の収集

1）事前の文献調査

実施協議調査、第一次終了時評価調査等の調査団報告書、第一次終了時評価調査団帰国

報告会等の各種議事録、専門家報告書等を入手し、これまでのプロジェクトの経緯と第一

次終了時評価調査で得た結果を把握した。

2）現地でのインタビュー調査

カウンターパート機関であるエチオピア保健栄養研究所（Ethiopian Health and Nutrition

Research Institute：EHNRI）及び保健省（Ministry of Health：MOH）の関係者からプロ

ジェクト活動に関する聞き取り調査、ポリオ対策に携わるドナーであるWHO、UNICEF、

Rotary Internationalの関係者から当該プロジェクトに関する評価とポリオ対策に関するド

ナーとしての活動について聞き取り調査を行った。これらの聞き取り調査対象者に対して

は事前に質問票を配布し、それに基づいて聞き取りを行った。質問票については付属資料

4を参照。

3）現地での資料収集

現地においては、保健省の現行の開発計画（Health Sector Development Programme II

2002/03～ 2004/05）、WHOのポリオ検査室認定関連文書等の資料を収集し、評価結果分析

にあたっての参考資料とした。
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第 2 章　評価 5 項目による評価結果

2 － 1　プロジェクトの実施プロセス

（1）活動の進捗状況

活動 1年目は、日本側派遣専門家の着任の遅れ、ポリオ検査室建設の遅れ等により、予定し

ていた活動が遅れがちであった。しかしながら、2年目以降はほぼ計画通り実施され、1年目

の活動の遅れがプロジェクト全体の成果達成に影響を及ぼすことはなかった。

2001年 4月にプロジェクトが開始されたが、業務調整員の着任は同年 6 月、チーフアドバ

イザーの着任は 11月となった。特にチーフアドバイザーの着任が遅れたことで、技術移転の

開始が遅れることとなったが、日本側・エチオピア側双方の努力により、ウイルス検査及び

機材管理に関する予定の技術移転を完了することができた。

検査室の建設は、当初 2002年 4月に半年間の予定工期で着工したが、第一次終了時評価調

査の報告にもあるとおり、同年 10月には 85％程度の完成度で、2003 年 1月に完工したもの

の、その後も若干の修理・調整が必要であった。新検査室完成までの間は、EHNRI敷地内に

ある別棟の仮検査室でほぼ予定通りの活動が行われたため、技術移転に大きな支障はなく、機

材の整備及びその維持管理のための技術移転の活動も、プロジェクト期間内に予定通り実施

された。

（2）モニタリング

PDMを参照し定期的に活動状況と成果の確認を行うといった確立されたモニタリング体制

はなかったものの、週 1回検査室のカウンターパートとチーフアドバイザーで定期的に会合

が持たれ、必要に応じ活動上の情報や問題点は共有されていた。また、WHOによる毎年の国

立ポリオ検査室の認定により、定期的な実績の確認がなされていた。

（3）専門家とカウンターパートの関係

専門家とカウンターパート（C/P）の関係は概ね良好であった。現地での聞き取り調査によ

ると、時折意思疎通が十分でなく、日本側は十分に説明をしたにもかかわらずエチオピア側

から十分な理解が得られないケースがいくつか見られたものの、大部分は関係者の間で協議

を重ねることで解決が見られた。

例えば、C/P研修の受入れ機関の事情による研修計画の修正、供与機材の仕様等につき、日

本側が再三説明したにもかかわらず、エチオピア側の十分な理解が得られなかった。しかし

ながら、プロジェクト全体の進行や専門家とカウンターパートの関係全体に影響を及ぼすこ

とはなかった。
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（4）カウンターパートの事業への関わり

現地調査でのアンケート・インタビューによれば、EHNRIの検査室のカウンターパートは、

少なくとも自分の業務に関しては、意思決定に関わったり提言を行ったりすることができた

と感じている者が多く、カウンターパートは事業に積極的に関われたと評価できる。ただし、

検査室や機材管理のカウンターパートには、合同調整委員会について「知らない」「聞いたこ

とがない」「報告を受けたことがない」などとする者がいた。合同調整委員会には、EHNRIか

らは上層部しか出席しないが、その結果について、検査室や機材管理のカウンターパートに

伝えられることはなかったようである。前述した週 1回のミーティングでは技術的な事項を

中心に協議し、合同調整委員会など運営全体に関わることはあまり議題にならなかったとの

ことであった。

（5）相手国実施機関のオーナーシップ

相手国実施機関のオーナーシップについては、評価が分かれている。本件に対し EHNRI側

は、当初 1名であった検査室スタッフを 7名に増員する（うち 1名は退職）など、ある程度協

力的であったと言える。しかしながら、EHNRIのオーナーシップについては、日本側は低い

と評価しており、EHNRI側にも低いと評価する者がいる。例えば、EHNRI側が十分な責任を

持って検査室建設に関する作業管理を行わなかったことが、検査室建設の遅れにつながった

とする意見があった。また、検査室のスタッフによれば、EHNRIの上層部が検査室に来るこ

とはほとんどなかったということであった。エチオピアの研究機関の慣習はあるにせよ、トッ

プの人間が現場の状況を直接把握したうえでプロジェクトに関与していくことは必要であっ

たと考えられる。

（6）実施プロセス上の特記事項

実施プロセスの中で、エチオピア側から十分な理解が得られなかった点として、日本側の

現地業務費の扱いが挙げられる。これに関しては、実施協議調査時において、エチオピア側

が現地業務費の共同管理を主張したことから、当初の R/Dで、プロジェクト公金引き出し責

任者として業務調整員のほか EHNRI代表者を加えていたが、後に、日本の外務省から「現地

業務費とは、相手国政府が負担し得ない、または負担し得ても早急な支出が困難なものに充

当する経費であり、また現地業務費の管理者は専門家のうち総裁が委嘱したものでなければ

ならない」との指摘を受け、R/Dの当該部分を削除した経緯がある。プロジェクト開始後も、

EHNRI側からは、日本側の現地業務費の使途について、例えば文房具などの消耗品に至るま

で領収書を添付したうえで明細を開示するよう要求があったが、日本側からは、JICA の会計

制度上無理があることを説明した。しかしながら、エチオピア側は依然として日本側の現地
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業務費の扱いに関し十分に理解していないようで、今次調査のインタビューでは、特に EHNRI

の上層部に現地業務費がエチオピア側の望む方法で開示されなかったことに不満を述べる者

があった。

2 － 2　5 項目による評価

（1）妥当性

妥当性とは、上位目標及びプロジェクト目標が、受益者のニーズと合致しているか、援助

国側の政策と日本の援助政策との整合性があるかなど、「援助プロジェクトの正当性」を見る

評価項目である。

1）エチオピアの開発政策との整合性

エチオピアの現行の保健セクター開発計画（Health Sector Development Programme II

2002/03～ 2004/05）では、感染症の予防と制御が重要課題のひとつに挙げられ、その中の

1項目として、同開発計画期間内（2004/05年度まで）でのポリオの根絶が含まれている。ま

た、世帯向け保健サービスの拡充という課題の中にも、ポリオ根絶が含まれており、感染症

予防と子供の健康の両面からポリオ対策に取り組む姿勢を打ち出している。W H O、

UNICEF、Rotary International等のドナー機関も引き続きポリオ対策を重視し支援してい

く予定で、ドナー間の協調も活発に進められており、ポリオ対策の重要性は現時点でも高

い。

また、ポリオ対策においてドナー協調が進む中、主なドナーのうち、WHOがサーベイラ

ンス、UNICEFが予防接種拡大を中心に取り組んでおり、日本が、日本の持つ技術的優位性

をいかしてウイルスの分離・同定を行うための検査室の強化を中心としたプロジェクトを

実施したことは、ドナー協調の観点からも妥当である。

2）ニーズとの整合性

本プロジェクトが最初に要請された 1996年には、エチオピアにおいて 264件のポリオ発

生が公式報告されている。これは当時サブサハラアフリカで 2番目に多い発生件数であり、

ポリオ対策は重要な課題であった。ポリオ対策においてウイルス検査が重要である一方、

EHNRIは、1997年から 2000年まで、WHOの認定を受けておらず、早急に施設・人材面で

検査室を強化する必要があった。ポリオ患者が確認されなくなった 2001年 1月以降も、近

隣国からの輸入株によるポリオ発生の可能性があり、引き続きサーベイランスを行い、ポ

リオの疑いのある患者から検体を採取し、ウイルスによるものかどうかを特定する必要が

あった。したがって、ポリオ対策に重要な役割を果たしている検査室を対象としその機能

強化をプロジェクト目標としている本プロジェクトは、相手国のニーズとの整合性が高い

と言える。
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3）日本の ODA政策との整合性

日本政府は、対エチオピア援助方針における重要 4分野に、教育、農業、インフラ整備と

並んで、保健医療を挙げている（外務省編『政府開発援助国別データブック』）。また、JICA

の「国別事業実施計画」では、エチオピアの保健開発指標はサブサハラアフリカ諸国の中で

も低いことから、保健・医療分野を重要視しており、特に子供の健康を重点分野に挙げて

いる。また、本プロジェクトは、「沖縄感染症イニシアティブ」との関連でも重要である。

以上、本プロジェクトのプロジェクト目標、上位目標は、エチオピア政府の開発計画及び

受益者のニーズ、日本の ODA政策との整合性は、いずれもきわめて高いと言える。

（2）有効性

有効性とは、プロジェクト目標が期待どおり達成されているか、それが成果の結果もたら

されたものであるかを見る評価項目である。

1）プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標である「EHNRIのポリオ実験室の機能が国立ポリオ実験室として強化

される」に関しては、国立ポリオ実験室がWHOの認定を毎年受けることを指標としている

が、2001年以降、毎年認定を受けており、プロジェクト目標は達成されている（WHO認定

の詳細については第一次終了時評価「2－ 4成果達成状況」参照）。

プロジェクト開始前の、1999年、2000年は、WHOの認定を得ることができず、2001年

5月にWHOによる初回の認定を受けている。これは、プロジェクト開始直後、まだ長期専

門家が着任する前であり、プロジェクトの本格的な活動が開始される前に、最初の認定を

受けていたことになる。しかしながら、2001年の認定では、認定に必要な項目のうち、例

えば、ポリオウイルスの検査結果の正解率が 89％、WHO実施の技能習熟度テストが 80%

であったのに対し、2002年の認定では、いずれも 100％、2003年の認定でもいずれも 100％

を維持するなど、プロジェクト開始後に検査室の評価が上がっている。2002年、2003年の

スコアは、アフリカで最高の評価であり、プロジェクト実施により、毎年のWHO 認定が確

実かつ質の高いものになり、プロジェクト目標であった検査室の機能の強化が達成されて

いったと言える。

2）プロジェクト目標に対する各成果の貢献度

PDM に記載された 4 つの成果は、いずれもプロジェクト目標の達成に貢献している。

成果の 1、3、4は、概ね達成された。成果 2の機材管理については、課題が残されている。

関係者への聞き取り調査によれば、現状の機材管理には問題がないものの、予防的管理に

ついては一層の強化が望ましいとされている。
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成果 4の「検体運搬プロセスの向上」は、運営指導調査時の PCM ワークショップで、「プ

ロジェクト目標の達成には間接的な関係であるが上位目標にインパクトを持つコンポーネ

ント」と位置づけられ加えられたものである。しかしながら、WHOの認定の項目には「良

好な状態で送付された検体」と「発症 2週間以内における 2検体採取率」が含まれており、

WHOによりこの 2項目が達成されていることが確認されている。したがって、検体が良い

状態で迅速に運搬されるようになったことは、プロジェクト目標の達成に貢献したと言え

る。

3）プロジェクト目標達成の貢献要因

本プロジェクトでは、プロジェクト目標を「EHNRIのポリオ実験室の機能が国立ポリオ

実験室として強化される」と設定し、国立ポリオ実験室がWHOの認定を毎年受けることを

指標としていた。プロジェクト目標とその指標が明確で具体的であったことから、目標達

成に向けて必要な成果や活動を効果的・効率的に計画できたこと、その計画に基づき毎年

のWHO認定で活動の効果を確認しながらプロジェクトを実施できたことが、プロジェクト

目標達成の貢献要因として挙げられる。また、エチオピア側のカウンターパートが十分に

配置されたこと、日本側専門家の専門性と熱意が高かったこと、投入が十分に活用された

こと、等も貢献要因として挙げられる。

以上、プロジェクトの成果によって、期待されたプロジェクト目標が達成されたと言える。

（3）効率性

効率性とは、投入と成果の関係性を調べることによってプロジェクト資源の有効活用がで

きたかを見る項目である。

1）日本側投入

日本側の投入は概ね適切に活用された。

①　施設・機材

供与した検査室の建物・機材により、検査室で必要な業務が適切に行われている。検査

室建設の遅れは、エチオピア側ですべきであった整地の遅れなどによるところがあった。

また、前述した通り、検査室建設の遅れがプロジェクト全体に影響を及ぼすことはなかっ

た。

②　専門家派遣

専門家派遣は、長期・短期とも適切な専門分野と高い熱意を持った専門家が派遣され、

十分な活動を行った。長期専門家の着任が遅れたが、プロジェクト活動に支障をきたす

ことはなかった。また、医療機材管理の短期専門家が着任した際に必要な機材の準備が
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できていなかったために予定していた活動が十分にできないことがあったが、短期専門

家帰国後に長期専門家による支援が適切に行われた。

③　研修員受入れ

研修員受入れに関しては、機材管理と検査員、及び EHNRIの上層部の者を本邦に派遣

し研修しており、研修分野と人選は適切であった。

プロジェクト 3 年目に、研修受入れ機関の事情により研修内容・期間が修正されたとこ

ろ、研修期間がそれまでより短くなったことに対して、エチオピア側から十分な理解が

得られなかったが、予定していた内容は網羅でき技術移転は滞りなく行われている。

2）エチオピア側投入

エチオピア側の投入は概ね適切に活用された。

①　カウンターパート配置

プロジェクト開始当初、検査室の要員は 1名であったが、現在は 6名（7名いたがうち

1名は退職）に増員されている。検査室の業務を円滑に行うには十分であり、カウンター

パート配置に関するエチオピア側の努力は評価できる。ただし、検査室スタッフの経歴

はさまざまであるため、技術的レベルには差がある。また、機材管理スタッフは、ポリオ

検査室専任でなく、EHNRIの機材全体を担当しているため、ポリオ検査室の機材管理に

十分な時間がさけない場合があるという意見が聞かれた。

②　施設の提供

エチオピア側は新検査室が完成するまでの間、仮検査室を提供した。これにより、検査

室の建設が遅れたにもかかわらず、プロジェクト活動をほぼ予定通り行うことができた。

ただし、仮検査室は水道、電話などの施設が不十分で、また、検査室移動の際に一部の機

材が破損し一時的に検査業務に支障が出るなどの問題があった。

3）投入の活用

日本側が供与した検査室と機材は、維持管理状況も良好で十分に活用されている。また、

カウンターパートは、検査員、医療機材管理員ともプロジェクト期間中に習得した技術を

日常の業務で活用している。ただし、カウンターパートのうち、本邦研修にも参加した 1名

が、上級の学位を取得するため 2003年 9月に EHNRIを退職した。

人材・機材とも、投入が十分に活用されたことで、成果の達成に貢献した。今後も育成さ

れた人材が引き続き業務を行うことが重要である。

4）運営管理体制

合同調整委員会が、運営指導調査時と第一次終了時評価時の 2回開催された。保健省やド

ナー機関を含む関係者が一堂に会し調査団の成果を共有できたことは有効であったと思料

される。しかしながら、先に、「2－ 1プロジェクトの実施プロセス」でも述べた通り、合同
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調整委員会の結果が現場の検査室スタッフや機材管理員に伝えられることがなかったのは、

円滑で透明性のあるコミュニケーションの確立という点で課題であった。

全体として、日本側・エチオピア側とも、投入は十分に活用されている。一部に、予定通り

の投入が行われないケースもあったが、プロジェクト全体に影響を及ぼすことはなく、期待

されていた成果が発現している。

（4）インパクト

インパクトとは、プロジェクト実施によってもたらされるより長期的・間接的効果や波及

効果をみる評価項目であり、プロジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトも含

んでいる。

1）上位目標達成に対するインパクト

本プロジェクトの上位目標は「ポリオウイルス野生株がエチオピアから根絶される」であ

る。エチオピアでは、2001年 1月以降、ポリオ患者が発見されておらず、近い将来、ポリ

オが根絶される見込みは高い。

ポリオの根絶には、検査技術の向上のほか、サーベイランスの強化、予防接種の普及を

あわせ統合的に取り組むことが必要とされている。プロジェクトは検査室の向上を中心と

したものであるが、ポリオ根絶のための重要な要素として、上位目標の達成にインパクト

を与えていると評価できる。

通常、ポリオ患者が 3年以上発見されないことが、ポリオは根絶されたと判断するための

目安とされている。しかしながら、交通インフラの制限等によりポリオ対策に必要なサー

ベイランスと予防接種が実施できていない地域があること、近隣諸国との国境管理が十分

に行われておらず輸入株の入ってくる可能性があることから、エチオピアでは、最後のポ

リオ患者の発見から 3年が経過した現在も、更に経過を観察することが必要と考えられて

おり、いまだポリオ根絶宣言は出されていない。保健省では 2007年頃をポリオ根絶宣言の

目安と考えている。今後、上位目標の達成に向けては、AFPサーベイランスの実施、ポリ

オ輸入株への対応といった外部条件の動向に十分注意を払う必要がある。

2）予期しなかった正のインパクト

本プロジェクトにおける予期しなかった正のインパクトとしては、カウンターパートの

間で、業務に対する意識が高まったこと、ポリオに関する技術移転をする中で麻疹など他

の疾病に関する知識が高まったことが挙げられる。また、検査室スタッフが定点監視員の

研修、及び地域住民に対するポリオに関する啓蒙普及活動を行ったことで、住民や地域の

リーダー、保健従事者らのポリオ及び保健一般に関する知識・意識が高まった。本件は、
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WHO、UNICEF等ポリオ対策に取り組む他ドナーと緊密な連携のもとに計画されたもので

あり、プロジェクト実施の過程でドナー連携が強化されたことも、インパクトとして指摘

できる。

3）予期しなかった負のインパクト

本プロジェクトによる負のインパクトは特に認められなかった。

4）インパクト発現の貢献要因・阻害要因

ドナー協調によるポリオ対策が進むなかで、WHOはサーベイランス、UNICEFは予防接

種拡大を中心に活動を行っており、JICAが検査室の強化に重点をおいたプロジェクトを実

施したことは、ドナー協調によりポリオ対策に統合的に取り組み、ポリオ野生株根絶にイ

ンパクトを与えるという意味で有効であったと考えられる。本プロジェクトでは、ポリオ

対策に必要な条件のうち、サーベイランスや予防接種等の実施については外部条件として

位置づけられていたが、ドナー協調が効果的に行われていたことにより、これらの条件が

適切に満たされていたことが、インパクト発現に貢献した。また、その他外部条件として、

ポリオ輸入株に対する対応ができていることや近隣諸国での紛争が発生しないことを挙げ

ていたが、これら外部条件による影響をほとんど受けなかったことも、インパクト発現に

貢献した。

以上、上位目標達成の見込みは高いと言える。今後は引き続き外部条件に注意を払う必要

がある。プロジェクトにより、関係者の業務に対する意識や保健に対する知識が高まるなど

の正のインパクトも発現している。

（5） 自立発展性

自立発展性とは、わが国の協力が終了した後もプロジェクト実施による便益が持続される

かどうかを、プロジェクトの自立度を中心に検討する評価項目である。

1）制度的（政策的）側面

エチオピア側は、ポリオ根絶宣言が出されるまではポリオ対策を継続して行う予定でお

り、引き続き EHNRIを国立ポリオ検査室として中核的機関とする予定である。政策的支援

は今後も期待できる。ただし、これまでドナーが支援を続けてきた経緯があり、また、今回

の調査でも EHNRIのイニシアティブに対する評価が低かったことから、運営管理能力を一

層高めていくことが課題である。

2）財政的側面

財政的な自立発展性は低いと言わざるをえない。EHNRIでは、現在ポリオ対策に係る人

件費の一部や検査室消耗品がWHOから支援されており、ポリオ対策の経費を自己負担で賄
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えている状態ではない。EHNRI上層部のほか、保健省やWHOに対する聞き取りでも、近

い将来 EHNRIがドナーの支援なしに財源を確保できる見通しは厳しいという意見であった。

しかしながら、国立ポリオ検査室として認定されることで、WHOの支援は今後も得られ

る見込みであり、その他、UNICEF等のドナーもいずれも今後も支援を続ける予定でいる。

また、本プロジェクトで供与したスペアパーツや消耗品により、協力期間終了後も当分の

間業務を続けるうえでの必要性は満たされる見込みである。

したがって、財政的な自立発展性は低いものの、ドナーの協力やプロジェクト期間内の

投入により、協力終了後も当面はこれまで通りのポリオ対策を実施できると考えられる。

3）技術的側面

必要な技術移転はすでに完了しており、EHNRI スタッフや専門家、ドナー等に対する聞

き取りから、技術的な自立発展性は期待できると判断される。また、実際に、チーフアドバ

イザーが 2003年 11月に帰国したあとも、カウンターパートだけで支障なく業務が遂行で

きている。現在の業務には十分対応できているが、将来的な環境の変化や技術革新にどの

ように対応していけるかが、今後の課題である。また、検査室のカウンターパートのうち 1名

がすでに退職しており、訓練されたカウンターパートをいかにして検査室に定着させるか

を今後検討していく必要がある。

4）自立発展性の貢献要因・阻害要因

EHNRIでは、これまで JICAその他のドナーに依存を続けてきており、特に財政面での

自立発展性に問題を残している。本プロジェクトにおいては、プロジェクト終了後にエチ

オピア側だけで活動を継続できることを目指して、例えば、プロジェクト期間中から計画

的に運営費のエチオピア側負担分を増加させていくなどの工夫が見られず、ドナーに対す

る依存性を軽減することができなかったことが、高い自立発展性を生み出すことができな

かった要因として指摘できる。

ただし、先にも述べた通り、当面はドナーの協力などにより活動を継続していけるもの

と期待できる。今後はWHOの認定を継続的に取得することで、WHOの支援を引き続き獲

得していくこと、その間に EHNRI側もドナーへの財政面での依存率を引き下げていく努力

をしていくことが将来的な自立発展性を高めていくために必要となろう。

なお、現在、エチオピアの保健セクターでは、地方分権化を推進しており、これに伴い、

地方勤務を避けるなどの理由から離職する者が増加する傾向にあるという。将来的には一

層の地方分権化を進める必要があるが、その過渡期的現象として離職者が今後も増加する

ことが予想される。エチオピアの財政能力を考慮すれば、給与やインセンティブを急に改

善することは困難であることは予想できるが、離職者を抑制することは自立発展性の面で

重要である。
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以上、エチオピア政府は政策的支援を継続する予定でおり、技術面での自立発展性もある

程度見込める。今後は財政的自立発展性を高めていくことが課題である。

2 － 3　結　論

プロジェクト目標であったWHOの継続的認定は達成されている。上位目標も、サーベイラン

ス・予防接種の実施状況や輸入株の可能性等の外部条件に留意する必要はあるものの、達成の見

込みは高い。投入は十分に活用されている。自立発展性に課題を残すものの、プロジェクトは概

ね成功であったと言える。全体として、第一次終了時評価と同様の評価結果が得られた。したがっ

て、プロジェクトは予定通り終了するという判断は妥当であったと言える。

自立発展性の面で課題を残したこと、エチオピア側からも提案があったことから、協力終了後

も JICAが引き続き援助機関調整会議（Interagency Coordination Committee: ICC）に参加を続け

ポリオ根絶に向けた活動について他ドナーと情報を共有することは重要であると考えられる。

2 － 4　提言・教訓

本プロジェクトに対する提言は、第一次終了時評価報告書の第 5章に記載の通りである。第二

次終了時評価調査を通して得た教訓として、以下の 2点を挙げておく。

第一に、本プロジェクトがドナー協調のひとつのあり方を提示した点である。本件は保健省と

EHNRIによるポリオ対策の取り組みに対し、WHOを中心としたドナー協調が進んでいることを

考慮して計画されており、WHO、UNICEF、Rotary International等と緊密な調整・連携をとりな

がら、日本はラボ強化という分野で活動を行ってきた。ドナー協調に配慮しながら日本の技術優

位性と JICAの協力スキームを生かした協力のひとつの例となりうる。

第二に、日本側現地業務費の取り扱いについてである。エチオピア側から、日本側の現地業務

費負担の内訳を領収書まで添付して詳細に示すよう要望があったが、エチオピア側の要求通りに

内訳明細を示すことは、プロジェクトの円滑な進行上不可能であった。しかしながら、相手国の

会計検査の制度や他ドナーによる財政支援等との関係もあり、将来相手国側からこのような要求

が出てくるケースも想定される。今後、相手国にどのように日本側のコスト負担を開示するかに

ついて、検討していく必要がある。



付　属　資　料
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3．評価グリッド

4．質問票

4－ 1　保健省、EHNRI、日本人専門家向け

4－ 2　WHO向け
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